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は じめに
いま、中国 と韓 国の一部で 「北東 アジア共 同体」 が熱 っぽ く語 られは
じめている。そこにはさまざまな期待 や思惑が こめ られているが、実際
こうしたことを裏づけるかのように、最近10年 間の日 ・中 ・韓の問の ヒ
ト ・モノ ・カネ ・情報の移動 は加速度的に活発化 してお り、経済的相互
依存 関係や市民間、 自治体問の交流 ・協力 も強 まっている。 しか も、冷
戦崩壊後、唯一冷戦構造 が残 されていた朝鮮半島 も、韓国 ・北朝鮮、 日
本 ・北朝鮮の首脳会談 によって緊張緩和 の兆 しもみえは じめている(北
朝鮮の 「瀬戸際外交」 に注視する必要があるが)。
しか しその一方で・ 日中国交回復30年 をへた今 日、 日本では 「中国脅
威論」が台頭 しは じめ、中国人の 日本(人)観 も必ず しも好転 している
わけではない。 また、北朝鮮 による日本人拉致問題 を契機 に日本人の韓
国人 ・朝鮮人へ の攻撃的態度 ・行動がみ られる し、韓 国人の 日本人への
嫌悪感 もまた依然 として根強い。「北東 アジア共同体」が幻想であるか実
現可能な目標であるかはともか くとして、3国 間の交流 ・協力過程におい




本稿では、こうした問題意識 にもとついて、 日本 と中国 ・韓国の国民間
の相互認識の比較をつうじて、その問題点 と可能性について、「歴史問題」、
経済、安全保障 を中心 にして考察することに したい。い うまでもな く、各
国民間の相互認識 を比較考察する場合、各国民間の相互影響 を考慮する必
要がある。 とくに北東アジアでは、 日本(人)が 中 ・韓(お よび台湾 ・北
朝鮮)の 国民に対 して行った戦前期やまた1960年代、あるいは70年代以
後の諸政策、行為の歴史的時系列的影響 をあげなければならない。 しか し
同時に、こうした日本(人)の 諸政策、行為が中 ・韓の国民の生活 と意識
に直接影響 を与えているとしても、それぞれの国の内部での政治 とくに政
府の政策、歴史教育のあ り方、経済あるいは企業の方針、メディアの姿勢、
さらに諸団体の運動等が相互に作用 しあいながら、国民の意識 をつ くりあ
げてお り、この点を無視することはで きない。こうした2つ の過程 をもつ
相互影響 をつ うじて相互認識 は形成 されるが、このこ とは 日本人の中国
(人)・韓国(人)に 対する認識にも当てはまるだろう。
本来ならば、こうした2つ の過程の分析の上に立 って、 日本 と中国 ・韓
国の国民間の相互認識の比較 を行 う必要があるが、以下では朝 日新聞社の
行 った調査結果を素材 として、その問題点 と可能性について若干の特徴 を
記すこととする。
(注)ここで使用 した朝 日新聞社 による調査 とは、1999年9月・2001年
11月、2002年8～9月に行 ったものである。データーは、それぞれ 『朝 日総
研 リポー ト』No.141、155、159に記載の ものを使用 した。
1.各国(民)に 対する包括的な意識
中 ・韓の 「嫌 日」意識 と日本人のタブー意識
まず は じめ に、 日 ・中 ・韓の国民が各 国(民)に 対 してい だいてい る包
括 的 な意識 をみ る ことに しよう。 こ こで は、そ の端 的 な現 れ で あ る各 国
(民)に対す る 「好 き ・嫌 い」感情 を とお してみる ことに したい。
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日本 人の韓 国(入)に 対 するそれは、表1に み られる ように、99年調査
では、 「好 き」13%、 「嫌い」12%、 「どち らで もない」72% 、01年 調査
で はそれぞれ21%、15%、61%と なってい る。 この間、「好 き」が8ポ イ
ン ト上昇 してい るが 、6～70%が 「どち らで もない」 と答 えて いる点が特
徴 といえ よう。 また、 中国(人)に 対す るそれは、01年 調査 では、「好 き」
19%、「嫌い」16%、「どちらで もない」62%、02年調査ではそれぞれ19%、
17%、62%と 、大 きな変化 はみ られ ない。 中国(人)に 対 して も、 「どち
らで もない」 の回答 の多 い点が特徴 となっている。
しか し、 これ に対 して、 中国人 ・韓 国人の 日本(人)に 対 す るそ れは、
「嫌い」感情 が多 い点 が特徴 となってお り、 日本人が それぞれの国(民)に
いだ く感 情 とは明確 な相 違がみ られる。す なわち、 中国人 の 日本(人)に
対す る感情 は、01年 調査で は 「好 き」13%、 「嫌 い」62%、 「どち らで もな
い」23%、02年 調査 で はそ れぞれ10%、53% 、35%と な ってお り、「嫌
い」感 情が 減少 した とはいえ、依然 強い。 また、韓 国人の 日本(人)に 対
す る感 情 は、99年 調査 では、f好 き」10%、「嫌 い」43%、 「どち らで もな
い」48%、01年 調査 で はそれぞれ12% 、57%、31%と なってい て、 「嫌
い」感情 の増 加 さえみ られ る。 なお、 中国人 と韓 国人のそ れぞ れ に対す る
「好 き」感情 は3～40%と なっていて、 この点で も日本(人)に 対す る感情
と対 照的 にな っている ことが特 徴である。
こう した全体 的傾 向の なかで、年齢別特徴 につ いてみ ると、 日本人の20
歳代前半 ・後半 、30歳 代 前半 の若年層 に、韓 国(人)、 中国(人)双 方 に
対す る 「好 き」感情 の増加 がみ られ、他 の年齢層 を上回 っている点が 注 目
され よう。韓 国人 の 日本 人 に対 す る場合 も、 それ ほ ど明確 で はないが 、同
様 の傾 向が み られ る。 しか し、 中国人の 日本(人)に 対 す るそれ では、逆
に若年層 での減少が み られ、他 の年齢層 と同様 の傾向がみ られる。
以上 の ことか ら も明 らか な ように、 日本(人)に 対す る中国人 ・韓 国人
の包括 的意識の特徴 は、根 強い 「嫌 日」意識であ るとい って よいであ ろう。
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定 ・採択問題や小泉首相の8月13日 の靖国神社参拝問題が大 きく影響 し
ていることはまちがいないだろ う。 しか しそれだけではなく、中国人 ・韓
国人の 「嫌 日」意識の基底 には、戦前の 日本(人)の 侵略戦争や植民地支
配による 「被害」の記憶 ・伝承 と、両国の 「建国の正当性根拠」 としての
「抗 日」 と日本か らの 「解放」 とがあ り、両者が相互に補強 しあう状況があ
るとみ られる(こ のことは北朝鮮で もいえるだろう)。したがって、日本で
たとえば歴史教科書の採択問題や首相の靖国神社参拝問題が生ずるたびに、
この 「嫌 日」意識は噴出することにな り、また強化 されることになるので
ある。いいかえれば、中国では 「親日」は状況によってはいつで も 「媚 日」、
さらにはいささか古めか しい言葉ではあるが 「漢好」 に転化する政治的社
会的磁場がある、 ともいえるだろう。 また韓国では、「親 日」派あるいは
「日韓癒着」 を政権の基盤にしなが ら、外交的には対 日強硬姿勢 をもつとい
う二律背反状況にあった歴代政権 に対 して、民主化 をすすめる国民にとっ
て も・「反北=反 共」政策を支持する国民 にとって も、 日本からの1解 放」
は戦前ばか りでな く戦後の問題 として も意識 されていた、 と考えられる。
したがって、中国人 ・韓国人の 「嫌 日」意識は、戦後のそれぞれの国の国
内政治の面か らいって も、再生産 される基盤があった、 といってよいであ
ろう。
これに対 して、 日本人の中国(人)・ 韓国(人)に 対する意識の特徴 は、
「どちらで もない」が大半である点にある。 これは戦後の 日本においては、
中国(人)・韓国(人)に 対する 「好 き ・嫌い」の思いやその表現が一種の
タブー となっていることと無縁ではなかろ う。そ して、 こうしたタブー意
識は、戦前の行為に対す る一種の 「うしろめた さ」 と経済復興 による 「優
越感」 とが合流 して形成 された とみ られる(こ の 「優越感」 にはその基盤
がちがうとはいえ、戦前 ・戦後 を通 じた連続性がある)。したがって、こう
したタブー意識の下では多 くの国民は一般的にいって、中国(人)・ 韓国




以上のように、3か 国の国民の包括 的意識の特徴 として、中国人 ・韓国
人の根強い 「嫌日」意識 と日本人の中国(人)・ 韓国(人)に 対するタブー
意識があげられるが、まずそのことを確認 してお く必要があるだろう。
皿.「歴史問題」に対するズレ 中 ・韓国人の日本(人)へ の
不信感 と日本人の 「新たな関係作 り」志向
先にのべたように、中国人 ・韓国人の 「嫌 日」意識の核 として戦前の日
本(人)の 侵略戦争や植民地支配に対する 「抗議」があるが、そのことは
中国人 ・韓国人が戦後の 日本(人)の この 「歴史問題」に対す る向 きあい
方を強 く意識 していることを意味する、 といってよいだろう。 しか し同時
に、「歴史問題」 を日本人 もまた意識 していることは、 まちがいなかろう。
実際、99年の調査では、韓国人では94%が 「歴史問題は決着 していな
い」 と答えているが、 日本人で も 「決着 した」23%、「決着 していない」
70%となっているのである。 また調査年 も設問 も異なるが、02年の 日 ・中
の調査では、「日本は、中国に対 して戦争など過去の問題についての償いを
十分にしてきたか」という問いに対 して、中国人では 「十分 して きた」3%・
「まだ不十分」86%であるが、日本人では 「十分 してきた」42%、「まだ不
十分」44%と なっている。中国人 ・韓国人 と日本人 との数量的な開きが注
目されるが、しかし多 くの日本人もまた 「歴史問題」が 「決着 していない」、
あるいは償いが 「不十分」 と意識 している、といってよいだろう。
しかし、この 「決着 していない」あるいは 「不十分」 と意識 されている、
その理由の相違にこそ注目すべ きである。表2に みられるように、99年調
査では、「決着 していない」 と認識 している韓国人の場合、「過去 に対する
謝罪が十分でない」35%、「歴史認識や教科書の記述 に問題がある」23%
であるのに対 して、日本人の場合ではそれぞれ20%、13%で あ り、10ポ
イン ト以上の差がみられる。韓国人では 「謝罪」や 「歴史認識」がその理
由の多 くを占めるのに対 して、 日本人にはそれは少ない。 日本人の場合、
289(6)
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資料 出所)前 出 『朝 日総研 リポー ト』No.141,による。
注1)韓 国側の年齢 区分 については、表1を 参照。
多 くの国民 が 「歴 史問題」 は 「未 決着」 と意識 してい るに もかか わ らず 、
「謝罪」や 「歴 史認識」 の問題 を意識的 か どうか はと もか くと して避 けてい
る とい って よいだろ う。 そ してその こ とが、韓 国人 に 日本 人は 「歴史問題」
に誠実 に向 きあ ってい ない とい う意識 を強め させ るのか もしれ ない。 いず
れ にせ よ、「歴史 問題」が未決着であ る理 由 をめ ぐって、 日本 人 と韓 国人の
「ズ レ」 は大 きい(な お、 中国人 については同一 の設問が ないので推測の域
をでないが、後述す る 「過 去の問題 につ いて、 日本が一番力 を入 れ るべ き
点」 の回答 か らみて、韓 国人 と同様 の意識 を もっている、 と考 え られる)。
そ して、 こう した理 由にかんす る 「ズ レ」が 、「過去 の問題 について、 日
本 が一番 力 を入れ るべ きだ と思 うの は、 どん な こ とか」 とい う問題 に も
「ズ レ」 を生 じさせ るこ とになるの であ る。表3に み られる ように、99年
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注1)韓 国の年齢 区分 は、20歳代 、30歳代、40歳代 、50歳以上、中国の'Oi年のそれは30歳 代 まで
は日本 と同 じであるが、40～44歳、45～49歳、50～54歳、55～59歳、60～64歳、65～69歳、
となってい る。ただ し、 中国'a2年の年齢 区分 は日本 と同 じ。
2)()内 の数値 は'02年の もの。








史教育の充実」が25%と なってお り、99年調査のほぼ2倍 に増加 してい
る。調査年によって多少の相違がみ られる ものの、韓国人 ・中国人では、
r歴史問題」が 「未決着」の理由がそのまま 「日本が一番力を入れるべ き」
こととして認識 されているのである。
これに対 して、日本人の場合、99年調査では、「心からの謝罪」は20%、
「被害者への補償」 も10%と 少 なく、これにかわって 「過去にとらわれな
い新たな関係作 り」41%、「アジアへの積極的な貢献」21%が 多い(「アジ
アへの積極的な貢献」 とい う選択肢があるのは、99年調査がアジア8ケ 国
にわたる調査であったためと思われる)。こうした傾向は、01年に歴史教
科書の採択問題や小泉首相の靖国神社参拝問題が生 じた1年 後の調査 にも
かかわらず、02年調査では、 より強 くなっているといってよいだろう。す
なわち、歴 史教育の充実」が13%と わずかに増加 したものの、「心からの
謝罪」 は13%と 逆 に減少 し、「新 たな関係作 り」は67%と なっている
(02年調査では、「アジアへの積極的貢献」の選択肢がないため、「新たな
関係作 り」が増加 したとみ られる。99年調査の2つ の選択肢の合計数値 と
02年調査 の 「新たな関係作 り」の数値はほぼ同じである)。
こうした日本人の 「新たな関係作 り」志向は、一見 して未来志向の よう
にみえる。 しか し、それは 「歴史問題」の 「未決着」理由としての 「謝罪」
と 「歴史認識」を避けていることと一つなが りである、 とみるべ きである。
いいかえれば、「謝罪」 と 「歴史問題」 を回避することによって、「歴史問
題」に対する 「未決着」意識 と未来志向 とは並存することになるのである。
しか し、韓国人や中国人からみれば、こうした並存 こそ 日本人が 「歴史問
題」 に誠実 に向 き合っていない状況 を示す、 とみえるだろう。すなわち、
日本人の多 くが 「歴史問題」に対 して 「未決着」 と考 えるならば、まず も
って 「心からの謝罪」や 「歴史教育の充実」「補償」 をすべ きであって、こ
れを欠いた 「新たな関係作 り」はあ りえない、 とみているだろう。 したが
って、それ を欠いた 日本人におけるこうした並存状況に対 して、韓国人や
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中国人は不信感 をもつ といってもよいだろう。こうした 「ズレ」 をもたら
す最大の原因は、「歴史問題」に対する 「未決着」と考える理由(認識恨拠)
とそれに対する姿勢(政 治的、社会的、心理的なものを含めて)の 相違 に
ある、 と考えられる。
もちろん、多 くの日本人には、「謝罪」 と 「補償」はそれぞれの国交回復
時にすでに決着済あるいはほぼ決着 している、 とうけとめ られているか も
しれない(た だ し、 とくに中国に対す る 「補償」 については、実質的には
そうした意味や役割 をもたされたとしても名 目上はそうではない)。その後
も、95年の 「村山談話」や国会決議 において 「反省 とおわび」がなされ、
「謝罪」 も何度かなされている(85年 に行われた 「ヴァイツゼッカー演説」
と比較 して、ほとんど無内容であったことはしばらくお くとしても)。また、
正 しい 「歴史認識や教育」 も、98年の 「21世紀の日韓パー トナーシップ共
同宣言」 においてうたわれている。 しか し、韓国人 ・中国人には、 こうし
た一連の 「反省 とおわび」 は日本政府や政治家が何かことをおこ したび縫
策 としてだされた ものが多 く、何 回も反古 にされてお り、 しか も日本人の
多 くがそれを座視 していて、信用できない、 とうけとめられているだろう。
一言でいえば、「心からの謝罪」ではない、ということになろう。
こうした中国人 ・韓国人の日本(人)に 対する二重三重の不信感が、た
とえば02年調査では、中国人の50%が 中国 と日本の関係が うまくいって
いない と回答 していることに現れている、 と考えられる。 しか し、 日本人
の場合 も、「うまくいっていない」が45%と 「うまくいっている」41%を
上回ってお り、その理 由が 「歴史認識」や 「相互理解の不足」 にある点 も
意識 されている。 したがって、問題は日本人がこの点 を直視 して、タブー
意識 を克服 して新 しい意識を形成 しうるか どうかにかかっている＼ といっ
てよい。だが もちろん、それは簡単 なことではない。それを直視すること
は、天皇 をは じめとする日本人の戦争 ・植民地支配の責任問題、それと直
接かかわる靖国神社の位置づけ問題 など、さらに広げていえば明治以来の
日本の 「近代化」 とその中で生 きて きた一人一人のアイデンティティーの
285〔10〕
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あ り方 自体が問われなければならないか らである。これ らの問題は戦後半






なことに、韓国の若年層で も一方で 日本の若年層 と同様 の傾向が生 じはじ
めている点や、自国の歴史教科書の見直 しも一部で意識 されはじめている。
当面は、こうした流れを大 きくすることが必要 となっている、 といってよ
いだろう。
皿.経 済分野3か 国の関係強化の中での低 い日本への評価 ・
期待 と日本人のジレンマ
「歴史問題」に対する韓国人 ・中国人 と日本人 との間の 「ズレ」が各国民
の相互認識の内容に大 きな影響 をもたらしているが、一方ではとくに経済
分野での3か 国の相互依存関係の深 まりがみ られるのも事実である。こう
した状況が、of年の調査結果にも現れているとみてよいだろう。すなわち、
今後3か 国で関係を深めたらよいと思 う分野では、各国民 とも 「経済」 を
あげてお り、他 の選択肢 を引 きはな しているのである(日 本73%、 韓国
80%、中国66%)。しか し、 こうした関係強化の期待の中で、韓国人 ・中
国人が 日本 をどのように評価 し期待 しているのか、また 日本人が どのよう
なジレンマをかかえているのか、が問題 となるだろう。
ところで、この経済分野での関係強化 に対する期待 の中で、 とくに中国
に焦点があわさっている点が注 目される。表4に み られるように、 日 ・




表4.今 後10年 間 で、 経 済 が最 も成 長 す る 国(rO年) (%)



































































































































































































資料 出所)前 出 『朝 日総 研 リポ ー ト』No.155、に よる。
お り、性別では 「男性」、年齢別では40歳 代、50歳代、職業別では 「事
務 ・技術職」、「製造業 ・サービス業」、「自営業」、 と実務 にたずさわ り直接
間接 に中国の影響 をこうむっている層で高 くなっている。韓国人の場合で
は、「中国」が78%と 日本人の場合以上に高 く、年齢的には30歳 代、40
歳代で多い。中国人の場合では、「中国」が76%で あ り、年齢的には20
歳代でやや高い数値 となっている。これに対 して 「日本」 に対する評価は、
3か 国ともきわめて低い。 また、「韓国」に対する評価 も低いが、ただ 日本
人の20歳代、30歳代でやや高 くなっている点が注 目される。





～94年の年平均直接投資額は21億6千9百 万 ドル(そ の逆は7百 万 ド




国(00年で約250億 ドル)と もなっているのである(た だ し、中国の貿易
総額の半分は日本 を含む外資 との合弁会社である点、また 日本の香港向け
黒字額が対 中赤字額 にほぼ相 当 し、 しか も日本が香港経由で基幹部品など
を輸出 し、中国で加工 された製品が輸入 されるとい う構造 がある点、など
を考慮する必要がある)。韓国の中国への直接投資額 も92年 の国交回復以
後増加 してお り、93～96年の累計額は44億7千6百 万 ドル、97～00年
では27億2千1百 万 ドルとなっている。こうした中で、中国自身が巨大
な市場 として成長 しは じめてお り、 このため中国へ進 出する日本企業 も
「安栖な労働力」 を求める進出から 「市場開拓」のための進出へ と転換 しつ




以上の3か 国 というより、日中、韓中の関係の深まり、そ して欧米各国
の投資増加の中で、中国人は 「改革開放」以後 とくに90年代以後の経済成
長 に自信 をもちは じめている(中 国の国内総生産は00年 で世界6位 、貿
易総額は5位 となっている)。02年の 日中調査では、「10年後、中国の経
済は、 日本にとって脅威 となっているか」 とい う設問に、こうした状況を
反映 して中国人では、「脅威になる」31%、「すでに脅威だ」10%、「脅威に
はならない」35%、となってお り、 とくにこの傾向は20歳 代、30歳代 に
高 く、この年齢層 を中心 に自信 をもちは じめている、 といって よかろう。
そ して日本人の場合では、「脅威になる」57%、「すでに脅威だ」17%、と
中国人以上に 「脅威」 を感 じているのである。 日本人は一方で中国に脅威
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を感 じなが ら、他方で関係 の深 ま りを期待 して もいるのであ る。 この点 で、
韓 国人の場合 は、関係 の深 ま りの方 に力点 がかか っている、 とい って よい
だろ う。
しか し、 こうした3か 国の関係 の深 ま りの中で(し か し、その内実 は先
にのべ た ように 日中 ・韓 中に分化 しつつある)、中国人 ・韓 国人の 日本へ の
期待 は高 くない。 すで に両 国民 の 日本経済 の現状 と今後 に対 す る評価 の低
さについ てはのべ たが 、期待 もまたそれ ほ ど高 くなってい ないの であ る。
99年の調査で、表5に み られる ように、「これか らのア ジアの経済 に とっ
て、 日本 、 アメ リカ、 中国の うち、 どの国の影響 力が望 ま しいか」 とい う
設 問に対 す る回答が、そ れを物語 っている。 日本 人の場合 では、 「米 ・日 ・
中」35%、「日 ・米 ・中」22%、「日 ・中 ・米」16%と なってお り、アメ リ
カと日本 を中心 にこれに中国が加 わる ことが望 ま しい、 と考 え られている。
こう した傾向 は若年層 、「製造業 ・サ ー ビス業」 で高 い。 これ に対 して、中
国人の場合、「中 ・米 ・日」27%、「中 ・日 ・米」22%、「米 ・日 ・中」21%、
「米 ・中 ・日」15%と な っていて、 日本 はアメ リカよ り期待 されていない
とみ られ る。若年層 で こう した傾 向が強い。韓 国人 の場合で も、「米 ・日 ・
中」35%、「米 ・中 ・日」24%、「中 ・米 ・日」15%、 「中 ・日 ・米」13%、
と中国人以 上 に 日本 へ の期待 は低 い とみ られ る。 日本 人 が い だい てい る
「望 しさ」あるいは期待 よ りも、中国人、韓 国人のそれは低い といって よい。
この傾 向 は01年 の調査結果 に も現 れてい る。「中国 にとって、経済 の上で、
今 後、関係 を深 めた らよい と思 うの は 日本、 アメ リカ、韓 国の どれか」 と
い う設 問 に対 して、 中国人 は、 アメ リカ58%、 韓国27%、 日本15%と 回
答 してい るのである。
以 上の調査結 果 か ら明 らか な ように、 中国人、韓 国人 の意識 の 中で は、
日本 に対 す る 「望 ま しさ」や期待 は低 く、か わってアメ リカに期待 が寄せ
られた り、韓 ・中の関係強化への期待 が 目立つ。 もちろん、「望 ま しさ」 あ
るい は期待 は、単 に経済 の次元 の要因 によってだけで決 まるわ けで はな く、
「歴史問題」 な どの他 の要 因が大 き く影響 してい る とみ られるが 、経済の分
281×14)
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資 料 出所)前 出 『朝 日総 研 リポ ー ト』No.141.によ る。
注1)韓 国 ・中 国側 の年 齢 区 分 は 、 表1、 表3を 参 照 。
野 において もまた、 日本人 と中国人 ・韓国人 との問に 「ズ レ」が生 じてい
るといってよい。
しか し、 この 「ズ レ」 を、実際、多 くの 日本人も中国人 ・韓国人 とは違
った意味で実感 しつつある、 といえるだろう。 日本人の多 くは、一方で90
年代 の経済危機あるいは停滞の中で自信喪失状態にあ り、他方ではとくに
中国経済の高度成長や自信 をみているか らである。そこか ら日本人の中国
人 ・韓国人に対する 「優越感」が、ゆらぎはじめてくることになるだろう。
しか し、 この 「ズ レ」は単に 「優越 感」のゆらぎの レベルにとどまらない。
とくに後者の中国経済の成長が中国内部の こととしてすまされるわけでは





いることを実感 しつつあるからである。 日本 と中国 ・韓国 との問での経済
関係の強化、一体化が進むなかで、3か 国の経済関係のあ り方 とそれに伴
う日本国内の再編成 とが連動す るとい う問題 に対 して、「恩恵」 と 「損失」
を含めてその見通 しが得 られないことに、多 くの日本人は不安やイラ立ち
を感 じている、 といってもよかろう。それだけに、「優越感」のゆらぎもこ
とさら強 く意識 されることになるのである。「中国脅威」論 はその端的な現
れであ り、中国に対するODAや 借款(79年度から00年度 までに約2兆
5千 億円が投 じられ、沿海部の空港、港、鉄道などのインフラ整備につか
われた。これは、旧ソ連への牽制のためにも中国への援助が得策 と考え ら
れたこと、またか くれた戦後賠償、 という2つ の意味 ・役割をもった 「政
治援助」であった、といわれている)の 見直 しの動 きも、こうした現実 と
意識に基盤をもつ、と思われる。
こうした中で、01年の調査で、3か 国がEUの ような経済面での結びつ




いが、 しか し同時に肯定的な意見 も日本人以上に多 く、少 くとも中国 ・韓
国間での関係強化 を望む基盤が国民の意識の上で も生 まれつつある、 と考
えられる。
02年11月 にカンボジアで開かれた東南 アジア諸国連合(ASEAN}プラ
ス 日中韓会議で、中国側から日本 ・韓国に対 して 「自由貿易地域(AFTA}
」協定へ向けての提案がなされたが、 これに対 して韓国側は前向 きの姿勢
をみせたの とは逆 に、日本側は困惑の様相 を呈 した といわれている。こう




府の姿勢が国民の意識以上 に積極的であることはい うまで もあるまい。実
際、同会議で中国側はAFTAへ 向けての 「枠組み協定」を東南アジア諸
国連合 との問で締結 した。こうしたことの基盤には、90～94年のニーズ諸
国か ら中国への年平均直接投資額が約98億 ドル(そ の逆は4億 ドル)、ア
セアン4か 国のそれが約12億 ドル(そ の逆は1億5千 万 ドル)、95～99
年の場合はそれぞれ約114億 ドル(26億 ドル)、13億ドル(6千 万 ドル)
にみ られるように、中国 と東南 アジア諸国連合 との間の関係の深ま りがあ
る。 この直接投資額は、 さきにあげた日本か ら中国への同時期の額の3倍
またはそれ以上の規模である。 したが って、中国側が 日 ・韓 に先 きがけて
東南アジア諸国連合 との間でAFTAへ 向けての 「枠組み協定」 を締結 し
たのは、国際政治上の戦略 ともかかわっているが、経済上 も当然のことと
いってよかろう。
これに対 して、 日 ・韓の場合、韓国で前向 きの姿勢がみ られたのは、通
貨危機以来IMFの 管理下で一定の回復 をみたものの(同 時に、貧富の格差
の増大や労働市場の弾力化の名の下での労働法改正 による解雇の条件緩和
などの問題が生 じている)、こうした回復 を中国さらに北朝鮮への外国資本
を含めた投資によってさらに本格化 させたい、 との意思の現れと考 えられ
る。そ して、盧武鉱(ノ ・ムヒョン)新 大統領の経済政策の柱 も北朝鮮 ・
ロシアを含めた北東アジア経済圏の形成の中での韓国の繁栄 という点 にあ
る、 とみてよいだろう。
しか し、 日本の場合は、中国さらに北東アジア経済圏に対 して、先 にの
べた ようにジ レンマをかかえ、否定的あるいは消極的な意見が多い。そこ
には、「優越 感」のゆらぎあるいは崩壊 と中国や北東アジア経済圏 と連動す
る日本経済 ・産業の再編成の見通 しがたたないこととの悪循環 さえ生 じて
いるのである。 また、経済のアジアシフ トによるアメリカ離れ、あるいは
関係悪化 も、危惧 していることだろう。 しか し、こうした中で、現実には
日本企業の中国進出は強 くなっているのである。 こうした事態 は、中国の
経済成長 とその関係のあ り方が、戦後 アメリカー辺倒であった 日本の経済
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運営や外交からの転換 をせ まり、 日米 と、日中韓 さらに東南アジア諸国 と
の関係 という2つ の軸 とそれにもとつ く複眼的思考や政策の形成を促 して
いるものの、それに対応 しきれていないことに起因する、と思われる。 も
ちろん、 とくに中国との関係でいえば、大 きなリスクがある。90年代以後、
中国では、貧富の格差 ・都市 と農村の格差の増大、失業の増大 と雇用不安、
高齢者や失業者 に対する社会保障の未整備、環境破壊、財政赤字 と不良債
権の増大、過剰生産 とデフレ傾向の生起、企業管理のず さんさと役所のた
らい回 し的 「身勝手さ」、など多 くの問題 をかかえているの も事実である。
しか しにもかかわらず、 日本側のジレンマ と悪循環は、日本(人)自 身に
起因 していることはまちがいないだろう。
以上、経済分野 における日 ・中 ・韓の関係の深 ま りの中で、中国人 ・韓
国人の日本に対する評価 ・期待の低 さと、 日本人の中国 さらに北東 アジア
経済圏への期待 とそれに伴 う国内産業 ・経済の空洞化 とのジレンマ状況に
ついてのべて きた。そ して、こうしたことが今後、中国人の 「自信」 と日
本人の 「優越感」のゆ らぎあるいは崩壊 をさらに進め、 また中国人 ・韓国
人か らの 日本人の現実的な経済関係 は ともか く少な くとも意識の上での
「孤立」状況 をも進める可能性が強い、 といえよう。
N.安 全保障に対する意識 一一非軍事力による平和の創造 と
高まる日本への警戒心
次 に安全保障に対する相互認識をみることにしよう。
その場合 まず、アジアの安全 をおびやかす要因として、3か 国の国民が
どのような問題 をあげているか、に注目すべ きであろう。表6に み られる
ように、99年調査で、 日本人では 「朝鮮半島状勢」が64%と 群をぬいて
多 く、中国人では 「米国0極 支配」50%、「中台問題」41%、「日本の軍事
力の拡大」33%、韓国人では 「朝鮮半島状勢」64%、「日本の軍事力の拡大」
31%、「米国一極支配」24%、と回答 している(2つ の選択回答で、数値 は
277〔18〕
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資料出所)前 出 『朝 日総研 リポー ト』No.141.による。
注1)こ の設 問に対す る回答 は、2つ まで選択 で きる。
数値 は、各選択肢 ご との もの。
2)韓国 、中国側の年齢 区分は、前 出表 を参照。
選択肢 ごとの もの)。Ol年 調査 で も、 これ とはやや異 なる設問 の仕方 を し
て い るが 、軍事 的 に脅威 を感 じる国 と して、 日本 人で は 「北朝 鮮」43%、
中国では 「米 国」69%、「日本」20%、韓国人で は 「北朝鮮」50%、「日本」
30%、とほぼ同様 の結果 となってい る(1つ の選択 回答)。
以上 の結果か ら明 らかな ように、第1に 、 日本 人 と韓 国人では 「北朝鮮」
を中心 とした朝鮮半 島状 勢、 中国人 では米 国あ るい は中台 問題 とかかわ る
米国 とい うよ うに、各 国民 を と りま く固有 の問題 が安 全 を脅 かす要 因 とし
てあげ られてい る。実際、90年代 だけで も、93～94年にか けての北朝鮮 に
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よる核開発危機、93年のノ ドン、98年のテポ ドン発射 にみられるように、
北朝鮮の核 ・ミサイル脅威 は韓国人や 日本人を緊張 させてお り、 こうした
状況が調査結果に現れているとみてよい。こうした朝鮮半島状勢 をめ ぐる
危惧が、 日本人では20歳 代、30歳代前半の若年層で高 く、韓国人では逆
に50歳代以降の中 ・高年層で高 くなっている。 日本人では戦争体験や戦後
直後の体験のまった くない若年層で身近かな危機 として敏感 に反応 してい
るともいえるし、また韓国人では中高年層 を中心に朝鮮戦争の体験が よみ
がえるといえよう。ただ し、韓国人では20歳 代 の若年層 に 「米国一極支
配」がやや多い点は、注 目される。これに対 して、中国人の場合、台湾の
「総統」選挙時の米 ・中の軍事的緊張などが回答に反映 されている、 と思わ
れる。中国人でも、若年層 にこうした傾向が強 く現れている。
しか し第2に 、見逃 してならないのは、中国人 ・韓国人の少なからぬ国
民が 「日本の軍事力の拡大」 を安全 をおびやかす要因としてあげている点
である。こうした認識は韓国人ではほぼ全年齢層 にわたってお り、中国人
では中年層で多い。これに対 して、 日本人の場合、 こうした危惧の念は60
歳代以降の高年層 にやや多 くみ られる ものの、若年層、中年層で は低 い。
周知のように、 日本では90年代以降、PKO法(と その改正)、日米防衛ガ
イ ドライン法、テロ対策特別措置法 を制定 し、 これにもとつ く自衛隊の海
外派遣 も行 っている。 こうしたことが、中国人や韓国人では過去の 「日本
軍国主義」のイメージと重なって、 日本 の軍事力拡大 に脅威を感 じている
のか もしれない。実際、99年調査 では、「日米防衛 ガイ ドライン関連法」
について、日本人では 「抵抗感がある」40%、「抵抗感がない」46%に 対
して、韓国人ではそれぞれ53%、48%と なってお り、 また01年 調査 の
「テロ特別措置法」による自衛隊の海外派遣 に対 しては、韓国人では 「不安
を感 じる」57%、「感 じない」43%、中国人ではそれぞれ61%、37%と な
っているのである(01年調査では、 日本人にはこの設問がない)。「日本の




以上の ように、日 ・中 ・韓の各国民は、アジアの安全 をおびやかす要因
として・一方では朝鮮半島状勢や中台問題(と それにかかわる米国)と い
う各国民に固有の問題 をあげ、他方では少なからぬ中国人 ・韓国人におい
ては 日本の軍事力の拡大をあげているが、この ような問題 に対 して各国民
が どのような対応 を必要と考えているか、について次にみることにしよう。
表7に み られるように、「アジアの平和 と安全保障にとって大切なもの」
という99年調査での設問に対 して、日本入では、「核廃絶への努力」50%、
「国連の機能強化」47%、「対話による相互理解」45%、「地域的な安保体制」
39%と回答 してお り、20歳代、30歳代、40歳代では 「核廃絶への努力」
「対話 による相互理解」ポ地域的な安保体制」 「軍縮への努力」が、50歳代
では 「国連の機能強化」「対話による相互理解」が多 くみ られる(3つ 選択











の機能強化」が多 くみ られ、韓国人ほどではないがここで も年齢的な違い
がみ られる。
以上の調査結果から、2つ の傾向が指摘で きよう。1つ は、「自国の防衛
力増強」 に典型的にみられるように、rアジアの平和 と安全保障にとって大
切なもの」 として軍事力 による対抗(あ るいは平和)が あげられている点
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ではそ うした方向性 はきわめて少 ない。この違いは、基本的には中国人 ・
韓国人 と日本人 とのおかれた状況の違いによるものと思われる。 さきにの
べた ように、韓国人の場合は、朝鮮戦争体験や北朝鮮の武力挑発 などの脅
威 とこれに対する歴代政権 による 「反北=反 共」政策があ り、 したがって
韓国人にとっての 「平和 と安全保障にとって大切なもの」 として北朝鮮 に
対す る軍事力による対抗があげられて くることになるだろう。こうした傾
向はすでにのべたように中高年層 に強 く現れているが、この軍事力の中に
は 「核兵器による抑止」や 「米軍の存在」 も含 まれている とみられる。中
国人の場合では、アメリカとの国交回復がなされたとはいえ、国共内戦 ・
朝鮮戦争以来、その底流あるいは一部には 「冷戦」状況 と 「米国一極支配」
への警戒あるいは対抗状況があ り、中台問題 をめ ぐってアメリカとの問に
緊張が高 まることが意識 されていると思われる。これに対 して、 日本人の
場合は、軍事力による対抗 という意識が弱いが、これは原爆体験や 「平和
主義」が風化 しなが らも生 きていることや、戦後対外戦争 をしていないこ
と(米 軍の核の傘の下による ものか憲法9条 によるものか、によって意見
は分かれるが)、また北朝鮮に脅威 を感 じていても陸つづ きではな く韓国人
ほ ど日常的に感 じていない こと、な どによるもの と考えられる。ただ し、
60歳以上の高年層では一部ではあるが、「核兵器による抑止」や 「自国の
防衛力増強」の意見が他 の年齢層以上 に高い点は注 目してよい。北朝鮮 の
核 ・ミサ イル開発危機が高 まり、 アメ リカ政府 あるいは政界内で 日本 の
「核武装」の声が生 じる場合、それに便乗 してこうした意見が強まる可能性
が生 じるからである。
2つ 目は、 しか し同時に、 日本人 ・中国人 ・韓国人 とも、非軍事力によ
る平和の維持あるいは創造 という方向性が強 く現れている点である。 とく
に韓国人の場合、軍事力による対抗 と二分する形でこうした方向性を求め
ていることは、注 目すべ きである。こうした方向性が若年層で強 く現れて




共同宣言 を実現 させた国民的基盤 になっている、 といって よいだろう。そ
して、こうした基盤は盧新大統領 を誕生 させるまでに拡大 した、 と考え ら
れる。いいかえれば、韓国人 自身が当事者 として朝鮮半島状勢 を打 開 し、
道をひらきつつあるわけである。そ して、非軍事力による平和の維持ある




そ して、以上の点 とかかわって、3か 国の国民 とも 「米軍の存在」 をあ
げる意見が少ないことが注目される。「米軍の存在」は、軍事力による対抗
のシンボルで もあ り、 またその実質で もある点からみれば、この意見が少
ないことは非軍事力による平和の維持あるいは創造 という意見の流れと表




こうした北東 アジアにおける非軍事力 による平和の創造が3か 国の国民




こうした点 ともかかわって、99年調査での 「今後、 日本 に力 を入れても
らいたい もの」 とい う設問に対する回答は、注目されてよい。中国人では、
「アジア重視の外交」49%、「科学技術移転」43%、「開発協力」34%、韓国
人では、「開発協力」60%、「アジア重視 の外交」54%、「科学技術 移転」
36%であるのに対 して、 日本人では 「環境対策」53%、「安全保障」42%、
「開発協力」35%、となっている(3つ の選択 回答、数値はそれぞれ選択肢
ごとのもの)。つ まり、中国人 ・韓国人では 「アジア重視の外交」が重視 さ
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れているのに対 して、 日本人ではそれよりもやや広 く 「安全保障」があげ
られてお り、それが まだ 「アジア重視の外交」へ と焦点があわさっていな
い点が注 目される。 ここで も、中国人 ・韓国人 と日本人 との間に 「ズレ」
がみ られるといってよい。
もちろん、「安全保障」 と 「アジア重視の外交」 とはまった く関係がない
わけではない。 しか し、そこにはまた一種の溝があることも否定できない
だろう。それは とくに戦後の 日本人のアメリカー辺倒の姿勢や意識、すな
わちアジアの一員 としての意識ではな く、アメリカを中心 とする欧米先進
諸国の一員 としての意識あるいは志向 と、アメリカの安保 ・外交政策への
従属(志 向)と の複合 によって形成 された溝である。 この溝が さきにのべ
た中国人 ・韓国人に対するタブー意識 と重な りあって、「日本の軍事力の拡
大」が中国人や韓国人の警戒心 を高めているという事態 を配慮で きないあ
るいは無関心 な日本人を多 く現 出させ る基盤 になっている、 と思 われる
(もちろん、そもそも 「日本の軍事力」が 「拡大」 しているかどうかという
問題 に無関心 とい うことが、根底にはあるのだが)。
2002年の秋からはじまった北朝鮮の再度の核開発危機(94年の米朝枠組
み合意の破棄、国際原子力機関の査察拒否、核不拡散条約脱退宣言、「日朝
平壌宣言」違約 など)に 対 して、韓国の金政権 ・盧新政権はアメリカの軍
事力行使 を抑止 しつつ、非軍事力による平和の創造 をめざして積極的な外
交を くりひろげている。 日本政府の方針 も基本的にはこれに同調 している
といって よいだろう。 もちろん、韓国政府の努力が実 を結ぶか どうかは、
北朝鮮の出方(一 層の 「瀬戸際外交」の推進、韓 ・日を相手 にせずアメリ
カのみ を相手に しているなど)や アメリカの政策 もあって分か らないが、
韓国 ・北朝鮮、 さらに日本、アメリカ、中国、ロシアという北東 アジアの
諸国 または利害関心 をもつ諸国が、非軍事力 による平和 の創造 を可能 にす
る枠組 をつ くるチャンスともいえるだろう。こうしたチ ャンスを生か して、




「アジア重視の外交」姿勢 を示す一歩 となるだろう。その ことはまた、戦後
の 日本人の安全保障、外交姿勢 を転換 させて、アジアの一員 として生 きる
姿勢をつ くり上げる一歩 ともなるだろう。
おわ りに一 「ズレ」の克服 にむけた日本(人)の
主体的努力の必要性
以上、朝 日新聞社 による調査結果 を手がか りにして、 日本 と中国 ・韓国
の国民の相互認識を比較 してきたが、それを通 じてなによりも注目すべ き
点は、 日本(人)と 中国(人)、韓国(人)と の間の 「ズ レ」であろう。 も
ちろん、こうした 「ズ レ」は通常同一国民の間でも生 じていることであっ
て、ましてや他国民間では当然のことと考 えることもで きよう。 しか しに
もかかわ らず、 この 「ズレ」は 「歴史問題」に対 して も、深 ま りつつある
経済関係 に対 しても、 さらに北東 アジア地域における安全保障問題に対 し
て も生 じてお り、いわば歴史的構造的な性格 を もつ と思われる。 しか し、
多 くの 日本人は通常 こうした 「ズ レ」 を意識化あるいは対象化することは
少ない。あるいは、 こうした 「ズ レ」の意識化が戦前、戦後を通 じて形成
してきたアイデンティティーを破壊するか もしれない とい う恐怖 を敏感 に
感 じとって、タブー化 しているのか もしれない。 しか しいずれにせよ、「ズ
レ」を意識化 しないで放置すれば、 日本(人)は 孤立をまぬがれないだろ
う。
もちろん、意識化すれば 「ズ レ」が克服 されるわけではな く、それへむ
けての日本(人)の 主体的な努力が必要 とされる。
その場合、第1に 「歴史問題」 に対する日本(人)と 中国人、韓国人と
の問の 「ズ レ」が、潜在的にせ よ顕在的にせ よあらゆる分野に通底する基
本的 ・根源的な問題であることを銘記 した上で、加害(戦 争 ・植民地支配)
責任をはっきりと認め、それを具体 的な行動 ・形で現 わす努力である。 し




しているが、このことが両国の国民 と政府に 「不信 と嫌悪」の感情 をもた
らしていることは、明らかである。そ してこのことが、 日中友好30周年 に
もかかわらず 日中首脳会談が実現 しなかったことや、北朝鮮の核開発危機
に対応すべ く訪韓 した外相が金大統領 との会談 を拒絶 されたことなどに現
れているように、大 きな障害 を生み出 しているのである。その上、か りに
日韓の問で合意 された 「7項目」(01年10月に合意 された、 日韓共同歴史
研究機構 の設置、靖 国神社にかわる戦没者追悼施設の建設、日韓投資協定
など)の うちの、靖国神社 にかわる追悼施設の建設 を反古にするならば、
「不信 と嫌悪」の感情は一挙 に増幅するだろう。 しか しそれはまた、この追
悼施設が もた らす 日本人の可能性、つ まり加害責任 と一般 国民の被害(犠
牲)意 識やさまざまな心情 とをつなぐ可能性 をも否定することになるだろ
う。 さらに、中国入や韓国人に対する 「優越感」が希薄化 している若年層
では、「歴史問題」「歴史認識」の克服 も可能 とする意見が多 くみられるが、
こうした芽をもつみとることになるだろう。
したが って、韓国人 ・政府、中国人 ・政府 に対 して 「謝罪」 を目に見 え
る形 で表わす とい う意味で も、また日本人の可能性 を大 きくするという意
味で も、当面少 くとも 「7項目合意」のうち 「歴史問題」 「歴史認識」 にか
かわる項 目を日本政府 も国民 も誠実に実行 してい く努力が必要 となってい
るのである。「歴史問題」 と 「歴史認識」を象徴する靖国神社への参拝 と非
難の くり返 しを通 じて増幅する日本人 と中国人 ・韓国人間の相互の 「不信
と嫌悪」の悪循環を克服することな しには、「新 しい関係」の構築は暗礁 に
の りあげてしまうだろう。
第2に 、もちろん 「新 しい関係」の構築 自体への努力は必要であ り、 と
くに北朝鮮問題や中台問題 などを中心 とする北東アジア地域の安全保障体
制の構築 は重要 となっている。その場合、3か 国の国民が共通 して希求 し
ている非軍事力 による体制の構築、 また日 ・中 ・韓 ばか りでな く、北朝
鮮 ・アメリカ ・ロシアを加えた多国間の枠組の構築などが必要 となるだろ
[27)268
日本 と中国 ・韓国の国民間の相互認識の比較
う。い うまで もな く、こうした体制の構築は異なった政治体制の存在 を許
容することな しには困難iである。別のいい方 をすれば、政治体制の選択 は
各国の国民の自主性 にまかされることを前提 とするだろう。 しか しこのこ
とは、逆にいえば、冷戦崩壊後に不安定性 をます状況のなかで、異 なる政
治体制を包含する地域安全保障体制の構築は1つ の方向性 を示す ことにな
るだろう。
しか し、こうした体制の構築へ むかっての 日本政府 ・国民の努力は、同
時に、「日本の軍事力の拡大」に脅威を感 じている中国人や韓国人に対 して、
その 「ズ レ」 を克服 してい くことも含める必要があるだろう。それは、自
衛隊の軍備拡大、日米安保体制の 「再定義」 による自衛隊の海外派遣 と先
制攻撃や単独行動主義 をとるアメリカとの一体化、有事法制の推進、にみ
られる一連の事態 に対する再検討 なしにはす まないだろう。北東 アジア地
域における非軍事力 による安全保障体制の構築 への努力 は、 こうしたこと
を必然的に要請することになるといってよい。
第3に 、「新 しい関係」の構築は、深 まりつつある経済的相互依存関係 を
どのようなもの として形成するか とい う問題 を浮上 させ ないわけにはいか
ないだろう。その場合、とくに2つ の問題が焦点 になると思われる。
1つ は、相互依存関係の深 まりは 「国民経済」 「国民国家」の従来の枠組
をこえるが、この相互依存関係 と各国の経済的分節化 とをどの ように組み
合わせてい くか、 とい う点である。 日本人が中国に脅威 を感 じるのは、優
越感のゆらぎあるいは崩壊ばか りでな く、この点の見通 しが得 られないか
らでもある。周知のように、 日本経済は戦後の重化学工業化、原材料 を輸
入 し工業製品を輸出するとい う垂直的国際分業によって、いわばフルセ ッ
トの産業構造 をそなえた 「国民経済」 を完成 させた。相互依存関係の深 ま
りは、この産業構造 と 「国民経済」の枠組 を打破 して、水平的国際分業 と
トラスナショナルな枠組 を加速する。こうした流れを時代の流れ、 さらに
進歩 ととる考 え方 もあるが、それほ ど簡単ではあるまい。それは、経済的
ナショナリズム論や国際競争力の向上 による国内新産業の育成論 は しばら
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くお くとして、今後予想 される食糧問題や相互依存関係の もつ脆弱性 など
を考慮す るとき、一定の経済的分節化が不可欠 となるからである。北東ア
ジア地域 における相互依存関係 と分節化の組み合せは、 こうした意味か ら
も必要になる と思われる。
いま1つ は、相互依存関係 の深 まりあるいは一体化が 「成長第1主 義
(Growthmanship)」を内容 とすべ きかどうか、 という点である。 日本では
長期 にわたる経済的停滞 を中国を中心 とする北東アジアの開発 をテコに打
ち破 ってい く、 という考 えや期待が一方で強い。韓国の中にも同様の流れ
がある。そ して、 日本 ・韓国か ら熱い期待 をよせ られている中国 自身が、
02年11月の中国共産党第16回大会で一層 のGDP拡 大、成長主義路線を
打 ち出 している。 さきにのべたように、中国では諸問題が山積 してお り、
これをGDPの 拡大、成長によって克服 してい く路線 といってよい。 こうし
た現在の問題だけでな く、ひきつづ く人口増加(21世紀 には少なくとも16
億人台になると予測されている)が 圧力 となって、GDP拡 大、成長路線が
さらに強まると考え られる。そこにビジネス ・チャンスが生れるという期
待 も、ある意味では当然 といえ よう。 しか し中国内部 では、「貧困問題」
「失業問題」「食糧問題」「エネルギー問題」「公害 ・環境問題」、などが さら
に大 きな問題 となる可能性が高い。この ことは、新 自由主義的な経済路線
をとらない場合で も、中国を中心 とする北東アジアの 「貧困」 の克服 を目
的とする 「開発」で さえ、「維持可能な発展」 と矛盾せ ざるをえないことを
意味するだろう。それは、別のいい方 をすれば、3か 国の国民が西洋近代
の もたらした生産様式や生活様式 をの りこえるものをつ くりだせるか、 と
い う問題 にかかわるだろう。 しか し、 日 ・中 ・韓がそろって 「成長第1主
義」 による相互依存関係 ・一体化の深 まりを追求するならば、中国だけで
なく北東 アジア全体にかえって深刻な事態をまね くことになると思われる。
以上、 日本人 と中国人 ・韓国人 との間にある 「ズ レ」の克服にむけての
日本政府 ・日本人の主体的な努力 についてふれて きたが、それは明治以来
の 「脱亜入欧」やその戦後版的性格 と冷戦下の性格 をあわせ もつ 「脱亜入
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米」からの転換 と、「新 しい関係」構築の内容の追求 との表裏一体のものと
して現れる必要があるだろう。 もちろん、その中で とくに経済分野の問題
をめ ぐっては、新たな 「ズ レ」や 「対立」 さえ生みだす可能性がある。ま
た、中国や韓国の歴史教科書のあ り方 に対す る疑問や中国の軍事力 に対す
る懸念 もあるだろう。 しか しその場合は、 日本政府 ・国民は、これまでの
限られた政治家間のパイプを通 じてではな く、相手国の政府 ・国民 との開
かれた交渉 ・交流の場 を通 じて自己の考 えを明確 にいうべ きであろう。そ
のことが、中国人 ・韓国人の 「不信 と嫌悪」感を克服する一助 ともなるか
らであ り、 また 「新 しい関係」構築 の0歩 ともなるか らである。
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